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研究会報告書（案） 
                  ※研究会報告書のタイトルについても御議論いただきたい 

（下線部は２月２７日提出資料からの変更点） 

Ⅰ．はじめに 

 

1. 検討の経緯 

 

○ 本研究会は、「地域社会で支援を求めている者に住民が気づき、住民相互で支援活動

を行う等の地域住民のつながりを再構築し、支え合う体制を実現するための方策」につ

いて検討するため、厚生労働省社会・援護局の求めに応じ 2007 年（平成 19 年）10 月に

設置され、以来○回にわたって議論を重ねてきた。 

 

○ はじめに、地域の要支援者、地域の問題とは何かについて議論を行い、続いて、求めら

れる支援のあり方、住民参加の必要性、地域福祉を進めるために必要とされる条件な

どについて議論を行ってきた。あわせて、地域福祉に関する既存施策についてもレビュ

ーを行った。 

 

○ 議論に当たっては、各地で地域福祉活動を実践している方々や既存施策の実施に携

わっている方々からのヒアリングを行うとともに、地域福祉の現場の視察も行った。 

 

２． いま、地域福祉を議論することの意味 

 

○ 歴史的にみると、かつて我が国が農業を中心とした社会であった当時は、「相身互い」、

「おたがいさま」といった地域の相互扶助により人々の暮らしは支えられてきたが、戦後

高度成長期の中で、産業化、都市化が進み、地域社会に代わって、行政が福祉サービ

スとして高齢者や障害者、児童や子育て世帯に対する支援を行うようになり、行政が担

う領域は次第に広がってきた。 

 

○ 公的な福祉サービスは、戦後の貧困者対策、戦争障害者対策や戦争孤児対策から始

まって、次第に高齢者福祉施策、身体障害者や知的障害者福祉施策など、その時々に

高まったニーズに応じ、分野ごとに整備されてきた。特に、1990 年代以降、高齢者や障

害者福祉サービス基盤の計画的な整備が進められ、介護保険法に基づく介護サービ

スや障害者自立支援法に基づく障害福祉サービスといった、公的な福祉サービスは、
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質、量とも飛躍的に充実した。 

 

○ この結果、大きな分野ごとの基本的な福祉ニーズは公的な福祉サービスにより充足で

きるような仕組みが整備されたものの、生活の質という観点からは、日常のちょっとした

ことの手助けといった生活ニーズへの対応など、公的な福祉サービスだけではカバーで

きない問題があることが明らかになってきた。 

 

○ また、要介護にならない程度の軽度な障害、一時的な要支援状態といった制度の谷間

にある者への対応、孤立死につながりかねない単身男性や悪質商法の被害者といった

問題など、一つの分野としてとらえられにくく、これまで大きな分野ごとに整備されてきた

公的な福祉サービスの対象になっていない問題もある。 

 

○ 地域の状況をみてみると、地域社会の変容や住民意識の変化が進む一方で、終戦後

のベビーブームに生まれた世代（いわゆる「団塊の世代」）が退職年齢に達し、職域を

生活の中心としていた多くの人々が新たに地域の一員として入ってくる。こうした人々を

始めとして、住民が地域での活動を通じて自己実現をしたいというニーズは高まってき

ている。住民が主体的に福祉に参加することで、住み慣れた地域でこれまでの社会的

関係を維持しながら、生きがいや社会的役割をもつことができ、より豊かな生活につな

がることが期待される。 

 

○ 地域は、隣人たちとの社会的な関係の中で、それぞれの住民が自分らしい生き方を実

現していく場であり、歳をとっても、障害があっても、住み慣れた地域で自分らしい生き

方を全うできることが、その人の尊厳を支えることになる。その意味で、地域の生活課

題に取り組むことは、人間として尊厳ある生活を可能にする取り組みでもある。 

 

○ こうした中で、今後の我が国における福祉のあり方を考える際、地域における身近な生

活課題に対し、住民の支え合いによって対処する地域福祉のあり方を検討することが

緊要な課題となっている。そこで、市場によるサービスでも公的な福祉サービスでもな

い、地域での支え合いの関係として、これからの地域福祉の意義や役割、そうした地域

福祉を推進するために求められる条件は何か、について考え方を整理し、提示すること

が必要となった。 
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Ⅱ．現状認識と課題設定 

 

１．社会の変化 

 

 （少子高齢化の進行と従来の安心のシステムの変容） 

○ 我が国の少子高齢化は他の先進諸国に例をみないスピードで進行しており、2005 年

（平成 17 年）から 2030 年（平成 42 年）にかけて 65 歳以上高齢者人口は 1000 万人以

上、率にして 40％以上増える一方、それを支える 15～64 歳人口は約 1700 万人、20％

以上減るものと推計されている1。 

 

○ 出生率が仮に今後上昇したとしても、新たに生まれる人口は 2030 年までは制度の支

え手としては期待できず、担い手の大幅な減少の中で、大幅に増える高齢者に対する

福祉を支えていかなければならない。 

 

○ 同時に、高齢者の一人暮らし世帯の数は、2000（平成12）年の303万世帯から2025（平

成 37）年には 680 万世帯と２倍以上に増加すると推計されており、生活リスクに対して

脆弱な世帯の増加を示している2。 

 

○ 現在の高齢者・障害者・児童を対象とする給付の中核である介護保険給付費・支援

費・措置費の合計額の中で、7 割以上が介護保険給付費となっていることをみても3公

的な福祉サービスだけで要援護者への支援をカバーすることは困難であるといわざる

を得ない。 

 

○ これまで安心のシステムとして機能してきた、家族内の助け合いと企業の支えについ

ても、少子高齢化の進行、核家族化、終身雇用慣行の変化や非正規雇用の増加、企

業の経費削減などが進む中で、これまでのような支えは期待できなくなってきている。 

 

（地域社会の変化） 

○ 高度成長期における産業化・都市化の中で地域の連帯感が希薄化し、さらに成熟社

                                                 
1 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 18 年 12 月推計）」(出生中位・

死亡中位の場合) 
2 国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）（平成 15 年 10 月

推計）」 
3 社会福祉法人経営研究会(平成 18 年 8 月)「社会福祉法人経営の現状と課題」 
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会を迎える中で、これまでのような地域の活力を期待することも難しい。人々の移動性

や流動性が高まり、個人主義的傾向も強まる中で、「ご近所」の人間関係が形成され

ず、地域の求心力の低下を招いている。特に大都市においては、オートロックのマンシ

ョンに民生委員が入れないという状況もあるように、地域社会の支え合う関係の脆弱

化が著しい。 

 

○ しかし、地域社会における支え合いの脆弱化は都市部だけの現象ではない。中山間地

においては、若年層を中心とした人口流出により地域社会の構成員が減少し、特に限

界集落（過疎化などで人口の 50%が 65 歳以上の高齢者になり、冠婚葬祭など社会的共

同生活の維持が困難になった集落）のようなところでは、地域社会の維持さえ難しい状

況となっている。 

 

２．福祉・医療政策の施策の動向 

 

（１）近年の福祉制度改革 

 

○ まず、近年の福祉制度改革について、高齢者や障害者といった分野別に概観してみ

る。 

 

（高齢者福祉） 

○ 1990 年代初めから、在宅福祉に力を入れたゴールドプラン、新ゴールドプランが策定さ

れ、数値目標を掲げ総合的かつ計画的に基盤を整備するという形で高齢者福祉施策

は進められてきた。 

 

○ こうした流れは、1997 年（平成 9 年）に介護保険法が制定され、2000 年（平成 12 年）か

ら実施されたことにより加速され、高齢者介護のサービス量は 1990 年頃に比べて飛躍

的に増加するとともに、多様なサービス供給主体が参入することとなった。また、介護保

険制度では、市町村が保険者となって運営や財政責任を担うことになり、福祉における

市町村の役割の重要性を一層高めるものとなった。 

 

○ さらに、2005 年（平成 17 年）に行われた介護保険法の改正により、小規模で多様かつ

柔軟なサービスを展開し、一人一人ができる限り住み慣れた地域での生活を継続でき

るよう、小規模多機能型介護、夜間対応型訪問介護などの「地域密着型サービス」が



 

 5

創設されるとともに、地域包括ケア体制を支える地域の中核機関として、新たに、①総

合相談支援、②虐待の早期発見・防止など権利擁護、③包括的・継続的ケアマネジメ

ント支援、④介護予防ケアマネジメント、の 4 つの機能を担う「地域包括支援センター」

の設置を進めることとされた。 

 

（障害者福祉） 

○ 高齢者福祉に比べると立ち遅れているといわれていた障害者福祉の分野についても、

2000 年（平成 12 年）に入ってから様々な改革が行われ、利用者が自らサービスを選択

することを可能とする支援費制度を経て、2005 年（平成 17 年）には障害者自立支援法

が制定された。 

 

○ これにより、身体障害、知的障害、精神障害といった障害の種別にかかわらず、一元的

に福祉サービスを利用できる仕組みが構築され、市町村が主体性を発揮して、地域の

ニーズに応じて総合的かつ計画的にサービスを提供する体制が整えられた。 

 

○ また、同法では、「障害があっても普通に暮らせる地域づくり」を目指し、入所施設から

グループホーム等地域生活への移行や一般就労への移行を進めていくとともに、都道

府県や市町村において、福祉、保健・医療、教育、労働など地域の関係者から構成され

る「自立支援協議会」を設置するなど、障害者の相談支援の体制整備も図られることと

なった。 

 

（児童福祉） 

○ 児童福祉制度は、1998 年（平成 10 年）からは、保育所の利用手続きが、市町村の措置

から、保護者が希望する保育所を選択する仕組みに改められた。また、2005 年（平成

17 年）には、子育てに関する情報提供や助言を行う子育て支援事業が児童福祉法上

位置付けられ、市町村の実施努力義務が規定された。 

 

○ また、現在、市町村において、地域における子育て支援のため、子育て親子が交流す

る常設のつどいの場を設けたり、子育てに関する専門的な支援を行う地域子育て支援

拠点事業などが実施されている。 

 

○ 児童虐待防止対策については、2004 年（平成 16 年）の児童福祉法及び児童虐待の防

止等に関する法律の改正により、児童虐待の通告先等としての市町村の役割が明確
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化されたほか、地方公共団体において、児童虐待を受けた児童等の状況の把握や情

報交換を行うため、児童虐待防止の関係機関を構成員とする要保護児童対策地域協

議会（子どもを守る地域ネットワーク）が設置できることとされた（2005 年（平成 17 年）の

法改正により、協議会設置について努力義務。）。 

 

（在宅医療の推進） 

○ 2006 年（平成 18 年）には医療制度改革が行われ、我が国の医療の問題とされている平

均在院日数の短縮が強く叫ばれ、療養病床の再編が行われるとともに、その受け皿と

しての在宅医療の推進が基本的な方向となっている。 

 

（２）近年の福祉施策の方向性 

 

○ 我が国の福祉は、このように多様な広がりと変化を示してきたところであるが、特に近

年の福祉サービスのあり方をみると、次のような方向性を志向してきたといえる。 

① 利用者本位の仕組み 

サービスの利用方法が、行政機関がサービス内容等を決定して提供する仕組み

（措置制度）から、利用者がサービスを選択して自らの意思に基づき利用する利用

者本位の仕組み(契約制度）へと変化してきた。 

② 市町村中心の仕組み 

住民に最も身近な地域において、必要なサービスをきめ細かく提供できるように、

市町村を中心にした仕組みへと変化してきた。1990 年（平成 2 年）の福祉制度の改

正により、高齢者福祉及び身体障害者福祉を中心に市町村が権限を持って住民福

祉の向上に努める仕組みが確立し、市町村が主体となって、それぞれの地域の特

性に応じた福祉の充実に取り組むことが重要となった。 

③ 在宅福祉の充実 

可能な限り住み慣れた地域や自宅で生活をしたいという人々の要望や、障害の

ある人もない人も地域でともに生活している状態こそが普通であり、障害のある人も

また家庭や地域において普通の生活をすることができるようにすべきであるというノ

ーマライゼーションの考え方が普及し、在宅生活を支援する在宅サービスの充実が

図られてきた。 

④ サービス供給体制の多様化 

行政機関や社会福祉法人、社会福祉協議会が中心であった供給体制から、民

間企業や非営利団体、住民団体等の様々な供給主体が併存する体制へと変化し
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てきた。 

また、介護保険制度の創設によりケアマネジメントが導入され、多職種が協働し

て高齢者を支える仕組みが定着しつつある。 

 

（全体的な方向性） 

○ 以上のように、政策の方向は、たとえ障害をもつようになっても、要介護状態になって

も、できる限り地域で普通の暮らしができるような基盤を整備していくことであり、それに

基づき、地域での自立支援、生活の確保、施設や病院から地域への移行が進められて

いる。 

 

３．地域における多様な福祉課題 

 

○ このように、特に高齢者・障害者の分野を中心に、それぞれの分野において、公的な福

祉サービスは飛躍的な発展をとげてきたといえる。しかし同時に、地域においては、公

的な福祉サービスだけでは対応できない生活課題や、公的な福祉サービスでの総合

的な対応が不十分であることなどから生まれる問題、社会的排除や地域の無理解か

ら生まれる問題がある。 

 

（公的な福祉サービスだけでは対応できない生活課題） 

○ 公的な福祉サービスだけでは対応できない生活課題としては、 

① 一人暮らし高齢者や障害者等のゴミ出し、電球の交換のような「ちょっとしたこと」

の手伝い、墓参りの支援など人によって価値判断が分かれるような要請といった、

制度では拾えないニーズ 

② 要支援・要介護にならない軽度障害、病気やけがによる一時的な要支援状態等に

ある人々など「制度の谷間にある者」への対応 

③ 引きこもりから孤立死に至る単身男性、消費者被害に遭っても自覚がない認知症

の一人暮らし高齢者など、自力で問題解決に向かわず、または問題解決能力が

不十分で、公的な福祉サービスに関する情報があっても理解や活用が難しく、か

つ、家族や友人など身近な人々の手助けが期待できない状態にある人々への対

応 

がある。これらは、地域で生活している人にしかみえない地域の生活課題であったり、

身近でなければ早期発見が難しい問題である。 
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（公的な福祉サービスによる総合的な対応が不十分であることから生じる問題） 

○ 公的な福祉サービスによる総合的な対応が不十分であることから生じる問題としては、

例えば、一つの世帯で、要介護の親と精神障害の息子がいたり、ドメスティックバイオレ

ンスの被害に遭っている母親と非行を行う子どもがいる、といった複合的な問題のある

家庭に対し、必要なサービスを的確に組み合わせて提供できておらず、一つの家庭を

支えきれていない、という問題である。 

 

（社会的排除の対象となりやすい者や少数者、低所得の問題） 

○ また、いわゆるゴミ屋敷やホームレス、といった社会的排除の対象となりやすい者への

対処、自死遺児や難病患者・家族、地域で居場所のない若年者や刑務所から出所した

者など、少数者への地域の無理解からくる問題や、場合によっては偏見・差別に至ると

いう問題もある。また、ニート、ホームレスといった新たな貧困を含む低所得の問題も、

地域にある問題としてもとらえることができる。 

 

（「地域移行」という要請） 

○ 障害者自立支援法の下、2011 年度（平成 23 年度）末までに 1．9 万人の障害者が福祉

施設から地域生活に移行し、3．7 万人の精神障害者が病院から地域に移行することが

見込まれるなど、施設・病院から地域への移行が進められており、これら地域生活に移

行する人たちを支える仕組みが求められている。 

 

４．地域の課題 

 

（安心、安全の確立） 

○ 地域社会の弱体化が進む中、大規模地震など自然災害にどのように対処し、犯罪や

事故をどのように防ぐかは住民の最大の関心事である。地域社会における安心、安全

の確立が住民の地域での暮らしの大前提であり、コミュニティ活性化のためにも喫緊

の課題となっている。 

 

（次世代を育む場としての地域） 

○ 地域社会は、子供が生まれ、育つ場でもある。ところが、働き盛りの世代が男女ともに

働きに出かけ、日中地域にいないという状況の中で、子育てのために地域がまとまっ

たり、子どもに地域の一員としての意識をもたせたり、地域の人々が参加し、ともに行

う行事を継承したりすることすら難しくなっている。また、子育て中の親には、地域で相
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談できる人がおらず、子育て不安をもっている者も多く、子供が生まれ、育つ場として

の地域がその機能を果たしていない状況にある。若年層が地域に受け入れられず、

居場所がないという状況もあり、次世代を育む場として地域社会を再生することが強く

求められている。 

 

５．住民の自己実現意欲の高まり 

 

（住民の自己実現意欲の高まりと地域参加） 

○ 高齢化、長寿化の進展等から、住まいのある地域社会に目が向いたり、労働時間の短

縮による自由時間の増大や現役引退後の時間の増大等から、地域社会をより住みや

すいものにしていこうという意識が高まっている。そうした意識の高まりを背景にして、地

域における活動に参加することを通じて、自己実現や自己啓発を果たしたいという住民

の意欲が高まっている。 

 

○ また、仕事のやりがいや充実と、家庭や地域での多様な生き方を両立させる社会をめ

ざし、「ワーク・ライフ・バランス」（仕事と生活の調和）の必要性が強調されている。地

域社会は、子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が実現

できる場であることが求められている。 

 

○ 今後、団塊の世代が退職し、職域を中心とした生活から地域を中心とした生活を送る者

が急増してくる。今まで仕事を通じて充実感や達成感を得てきた住民の自己実現意欲

が、今後は地域活動に向けられるケースも増えてこよう。 

 

○ また、1995 年（平成 7 年）の阪神・淡路大震災以来、ボランティア活動の重要性が認識

され、ボランティア活動を通じて社会に参加し、自己を実現したいと考える人が増えてき

た。全国の社会福祉協議会が把握しているボランティア数はこの 10 年間で約 1．5 倍に

なり4、内閣府の調査によれば、今後 NPOやボランティアに参加したいと考えている人は

5 割を超えている5。 

 

                                                 
4 全国の社会福祉協議会が把握しているボランティア数は1995年の約505万人に対し、2005
年には約 740 万人。（出典：全国ボランティア活動振興センター「2005 年ボランティア活動

年報」） 
5 内閣府国民生活局「平成 19 年国民生活白書」 
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○ 地域社会における様々なニーズに応えることは、支援を要する者の生活課題を解決し

たいというニーズに応えることであると同時に、地域における活動を通じて自己実現し、

達成感や充実感を得たいというニーズに応えることでもある。双方のニーズが満たさ

れ、住民が、時と場合に応じて、支え、支えられるという支え合いの関係を構築すること

が求められている。 

 

(地域福祉の課題) 

○ 以上に述べたように、地域には、現行の仕組みでは対応しきれていない多様な生活課

題があり、これらに対応する考え方として、地域福祉をこれからの福祉施策に位置づけ

る必要がある。これらの生活課題は、誰もがいつかは遭遇する課題であり、その意味で

は、新たな支え合いの仕組みを作っていくことは、我々皆のこれからの安心のための準

備として必要なことである。そして、このような仕組みをつくっていくことは、住民の自己

実現意欲を生かすことにもなる。 

 

○ そこで、次章以降において、あるべき地域福祉の意義と役割、推進するために必要な

条件を論じていくこととしたい。 
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Ⅲ．地域福祉の意義と役割 

 

１．地域における新たな支え合い（共助）を確立する 

 

○ かつて、多様な生活課題に対しては、家族や地域共同体による助け合いによって対処

してきたが、農業社会から産業社会への変化、核家族化などの家族の変容の中で、こ

れらの助け合いの機能は、次第に市場から購入するサービスや行政が提供する公的

な福祉サービスとして外部化されていった。 

 

○ そして、地域における助け合いは、行政による公的な福祉サービスに代替されていく中

で、次第に縮小していった。 

 

○ しかし、これまで述べたように、地域における全ての生活課題に対し、公的な福祉サー

ビスだけでは対応することができないことが明らかになってきている。基本的な福祉ニ

ーズは公的な福祉サービスで対応する、という原則を踏まえつつ、地域における多様な

生活ニーズへの的確な対応を図る上で、成熟した社会における自立した個人が主体的

に関わり、支え合う、「地域における新たな支え合い（共助）」の領域を拡大、強化するこ

とが求められている。 

 

○ このような動きの中で現れたのが、ボランティアや NPO、住民団体による活動である。こ

れは、非営利セクターが自らの関心に基づき、地域の生活課題を解決するという公共

的な活動を行うという意味で、非営利セクターの担う公共であるといえる。 

 

○ さらにボランティア、NPO、住民団体などがより主体的に地域の生活課題に取り組むた

めには、地域福祉計画策定への参画などを通じ、地域における公共的決定に関わるこ

とが必要になってくる。これは、行政とともに多様な主体が公共的決定に関わるという意

味で、「新たな公」を創出するものともいえる。 

 

○ もちろん、ボランティアや NPO、住民団体などの非営利セクターには、資源や専門的知

識、運営のノウハウが十分ではない、などの弱点があり、市場、行政、非営利セクター

がそれぞれの弱点を補い合って、住民の生活課題に対応する必要がある。 

 

○ このように、地域において新しい支え合いが広がっていくことは重要なことであるが、市
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町村の役割はいささかも減るものではない。市町村は住民の福祉を最終的に担保する

主体として、住民の地域福祉活動のための基盤を整備したり、専門的な支援を必要と

する困難な事例に対応したりする必要がある。また、地域福祉が多様な生活課題を対

象とする以上、公的な福祉サービスも多様な対象に一元的に対応し、住民の地域福祉

活動の受け皿となるようにしていくのも、市町村の重要な役割である。 

 

２．地域で求められる支え合いの姿 

 

○ 歳をとっても、障害をもっても、誰しもが住み慣れた地域の中で、自分らしい生き方を

全うしたいものである。同じ地域に住む、困難を抱えた隣人を支えるとき、その人が持

っているその人らしさを最大限発揮できるようにすることが、その人の尊厳を支えること

になる。 

 

○ しかしながら、これまでの福祉は、支援を必要とする人を「○○ができない人」として捉

え、できない部分を補うという考え方が強かったといえる。それに対し、これからの福祉

に求められる支援は、支援を必要とする人を「○○ができない人」と一面的に捉えるの

ではなく、生きる力を備えた存在として捉え、その人自らの内にある生きる力が引き出さ

れるような、エンパワメントとしての支援である。 

 

○ 住民により実際に行われている地域福祉活動をみてみると、例えば、高齢者のサロン

が子育て家庭の拠りどころとなったり、精神障害のある青年が認知症高齢者のミニデ

イサービスにボランティアとして参加するというように、担い手と受け手の境界線があい

まいで、時には入れ替わることもある。片方が一方的に支援する側に回るものではな

く、それぞれが自分の持ち味を生かして支え合うことが可能であり、エンパワメントとし

ての支援が実践されている。 

 

３．地域の生活課題に対応する 

 

（幅の広い福祉概念） 

○ 先に述べたように、公的な福祉サービスでは対応が難しい地域の生活課題として、電球

の交換やゴミ捨てを頼める人がいない、買物に行けても買った物を持って歩けない、一

人暮らしが寂しいという心の問題、被害の自覚なく不要なものを購入させられ続ける悪

質商法の被害といったことから、孤立死などの深刻な問題、災害時に身体が不自由な
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人や幼児のいる家庭の避難に対応できるかなど、多様な課題がある。 

 

○ 住民にとっては、地域での普通の暮らしを妨げるものが生活課題であり、暮らしの周辺

のあらゆる場面で起こりうるものである。そのように考えると、地域福祉の福祉概念は、

公的な福祉サービスにおける福祉からイメージされるものよりも自ずと幅の広いものに

なる。 

 

（方法や対象をあらかじめ決めず生活課題に対応する） 

○ 住民による地域福祉活動をみると、声かけ活動や家事の手助け等の日常生活におけ

る簡易な個別支援活動やサロン、会食会などグループでの支援活動などが実施され

ている。 

 

○ 幅の広い生活課題に対応するためには、方法や課題をあらかじめ限定することなく、

生活課題に対して柔軟に応じざるをえないことから、方法や対象にこだわりの少ない

多様なメニューを実施することになる。 

 

（予防、早期発見、早期対応） 

○ また、日常的に住民が活動している地域においては、住民が地域内の人々のちょっと

した変化に気づくことを通して、生活課題の早期発見、早期対応が可能になる。また、

専門的な対応が必要となる場合であっても、発見した住民が公的な福祉サービスに結

びつけることで、事態がより深刻化することを防ぐことができる。特に、自力では問題解

決に向かわず、または問題解決能力が不十分であり、行政からの情報もうまく活用でき

ず、家族や友人の手助けも期待できないような人は、地域でなければ早期発見が難し

いことから、住民の地域福祉活動の中で発見していくことが期待される。 

 

４．住民が主体となり参加する場 

 

○ 住民の地域福祉活動が活発な地域をみてみると、サロンの参加者の食事の偏りに気

づくことから配食サービスを始めるというように、活動の深まりとともに事業が拡大し、

地域の住民の主体的な活動が展開されている。これらの活動は、地域の生活課題に

敏感に反応した住民たちが、自分たちで発案し、主体的に取り組んでいるからこそ、ニ

ーズに対し、柔軟かつ迅速に応えることができ、しかも長続きしているものと思われる。 
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○ これらの地域においては、住民たちが自分たちの発想で、主体的に活動に取り組んで

いることそのものが活動の原動力になっている。住民による地域福祉活動は、活動を通

じて社会貢献ができ、自己実現ができる場でもある。 

 

５．ネットワークで受けとめる 

 

○ 地域での生活は、親族や友人、近隣などの様々な人々や多様な社会サービスとの関

係で成り立っており、地域の生活課題に対処するためには様々な関係者が対応するこ

とが必要である。その意味で、地域福祉の目標は、地域においてあるべきネットワーク

が形成されている、互いに助け合えるような状態にあることであるといえる。 

 

○ 地域の生活課題に対処するための関係者は、住民、自治会・町内会、ボランティア、民

生委員や NPO、PTA、事業者や社会福祉協議会、行政など多岐にわたるが、それぞれ

の関係を整理すると次のとおりとなる。 

 

（地縁団体と機能的団体の関係） 

○ 自治会・町内会は地縁に基づいた組織であり、住民の生活を多くの側面で支えている。

近年組織率が落ちたといわれるものの、今なお地域において重要な役割を担う団体で

ある。一方、NPO・ボランティアは、ある特定の目的をもって組織された機能的な団体と

して、近年意欲的な活動が増えてきており、これからの地域福祉の担い手としても期待

されている。 

 

○ 自治会・町内会は、区域内を網羅した活動を安定して担い、市町村との関係も密接で

ある。しかし、様々な活動が自治会・町内会を単位として行われている地域も多いが、都

市部においては役員が１年～２年交代の持ち回りであることも多く、定型的な活動が主

になっている例も多い。一方、ＮＰＯ・ボランティアは、目的に賛同する自発的なメンバー

によって開拓的で即応的な活動ができるが、一般的に地域との関係は弱く、両者が十分

に連携していない地域が多いといわれている。 

 

○ しかしながら、両者は地域における支え合いの担い手という点では共通しており、活動

の目的や運営、担い手が異なる性格であるからこそ、情報や企画の交流や、後継者の

確保の面からも、両者の協働のメリットは大きい。 
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○ また、各地域における学校に通う親の団体である PTA 等は、地縁的かつ機能的な性格

をもつ団体として、地域福祉の推進の一翼を担うことが期待される。 

 

（行政や事業者・専門家と住民との関係） 

○ 住民は、地域で生活している人にしかみえない地域の生活課題、身近でなければ早期

発見が難しい問題をみつけ、迅速に対応することができるが、資源や専門的知識が十

分ではないといった限界がある。したがって、困難な事例や専門的な対応を要する課題

については、行政や事業者・専門家が対応する必要がある。また、ゴミ屋敷やホームレ

スなど社会的排除の対象となりやすい者の問題は、住民による対処が困難であること

も多く、その場合には行政が専門的な対応をする必要がある。地域に受け入れられず、

居場所がない若年者の問題や、自死遺児、難病患者・家族などの少数者、刑務所出所

者の地域生活の問題でも、住民の無理解など意識の問題が関わってくることから、行

政の積極的な関与が求められることも多い。 

 

○ 生活課題を発見した住民が行政や事業者・専門家の対応を必要とする場合、住民の側

で地域での多様な生活課題に対処しようとしていることに合わせ、行政の側でも多様な

問題に一元的に対処できる仕組みが求められる。例えば、地域内で公的な福祉サービ

スの一元的な窓口などがあれば、住民が何カ所もの窓口を回ることなく必要な福祉サ

ービスにアクセスすることができる。 

 

６．コミュニティ再生の軸としての福祉 

 

○ 我が国が急速な高度成長を遂げる中で、世代間の価値観の差の拡大、核家族化、

人々の移動性・流動性の高まりを背景として、地縁や血縁といった伝統的な紐帯が弱く

なってきた。さらに、我が国が成熟社会に入り、人々が個人の自由を求める中で、家族

の中でも一人一人が孤立し、少子高齢化の中で世帯のさらなる少人数化が進む、など

コミュニティを構成する基本である家族の紐帯も弱まってきている。このような中で、地

域社会での人と人とのつながり、地域への帰属意識が低下し、コミュニティの脆弱化が

進んできた。このことは、自治会・町内会の組織率の低下、それ以外の地域でも自治

会・町内会の役員や民生委員のなり手が少ないといったことにも現れている。 

 

○ しかし、これまで述べたように、地域は人々が暮らす場であり、子育てや青少年の育

成、防災や防犯、高齢者や障害者の支援、健康づくり、そして人々の社会貢献や自己
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実現など、様々な活動の基本となる場である。特に、少子高齢化の中で世帯の少人数

化や家族の機能のさらなる低下が進み、住民が地域の交流や支え合いに期待するとこ

ろは大きい。住民が地域の生活課題に対する問題意識を共有し、解決のために協働す

ることは、地域での人々のつながりの強化、地域の活性化につながることが期待され、

その意味で、地域福祉はコミュニティ再生の軸となりうるといえる。 
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Ⅳ．地域福祉を推進するために必要な条件 

 

○ それでは、以上のような意義と役割をもつ地域福祉を実現するためには、どのような条

件が必要だろうか。 

 

１．住民主体を確保する条件があること 

 

○ 住民の地域福祉活動が活発に行われている地域をみると、住民自ら地域の活動計画

を策定し、それを市町村地域福祉計画に反映する取り組みが進められている。住民は

地域活動を担うと同時に、地域の生活課題をよく知る者としてそれらを集約し、活動の

中で得た自分たちの考えを市町村の福祉に関する決定に反映させることによって、活

動をさらに発展させている。 

 

○ 市町村は、地域福祉を進めるためには、市町村行政の施策の形成や地域福祉計画

の策定に当たって、地域における福祉活動に主体的に参加する住民の意思を反映さ

せるような仕組みを整備する必要がある。 

 

○ 住民が参画し、適切な判断をするためには、福祉に関する公的な福祉サービスについ

ての情報や、市町村行政についての情報を得ていることが必要である。地域福祉活

動を行う住民に対し、市町村などから福祉に関する必要な情報を提供するための仕

組みの整備も必要である。 

 

２．地域の生活課題発見のための方策があること 

 

○ 地域福祉で取り組む課題には、自力で問題解決に向かえない状態にある人の問題な

ど、そもそも地域であっても見えにくいものも多く、これらの課題をどのように見つけるか

が重要である。 

 

○ 地域の住民活動をみると、生活の中で近隣の様子に気づくといったことのほかにも、

サロンや趣味のサークルなどの活動を通して、それまでみえていなかったニーズを見

つけ出している。これらは、できるだけ多くの様々な人々を呼び込めるよう、囲碁・将棋

や合唱など、福祉に限らない多様な活動が実施されており、参加者の生活課題を発

見する仕組みとなっているとともに、参加者を通じて他の生活課題のある人の情報を
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得る仕組みとしても働いている。このような住民の活動がさらに進めば、住民と行政・

専門家とが情報交換ができる場にもつながっていく。 

 

○ 生活課題を抱えたときに、自ら問題解決に向かえない状態にある人々は、地域からも

孤立しやすく、地域であってもみえにくい。それらは、住民による地域福祉活動のほ

か、民生委員等による幅広な訪問活動、市町村による調査などで発見される場合もあ

る。 

 

３．適切な圏域を単位としていること 

 

○ 地域福祉活動では、地域に生活する住民にしかみえない生活課題や、身近でなければ

早期発見しにくい課題に取り組むことになる。したがって、地域福祉の活動は自ずとそ

のような課題がみえるような、小さな圏域を単位として行われることになる。地域の生活

課題を発見するためには、いわばお互いに顔のみえる環境づくりが必要であり、それが

できるような圏域が自ずと地域福祉活動の圏域となる。 

 

○ 住民の地域福祉活動が活発に行われている地域をみると、市町村の中で重層的に圏

域が設定され、例えば、 

① 班、組といわれるような近隣の単位で見守り等の活動 

② それよりも大きな圏域である自治会・町内会の単位でサロン活動や防犯・防災活

動 

③ さらに大きな圏域である校区で、地域福祉に関わる者の情報交換や連携の場（プ

ラットフォーム）の設定、住民の地域福祉活動に対する専門家による支援、地域福

祉計画の作成や市町村地域福祉計画作成への参画 

④ さらに市町村の中の地域事務所の圏域、そして市町村全域と圏域が広がるにつ

れて、より専門的な支援や公的な福祉サービスの提供、広域的な企画、調整 

といった活動が行われている例がみられる。そして、最も身近な圏域で発見された地

域の生活課題が、より広い圏域で共有化され、対応の検討を通して新たな活動の開

発につながっている。 

 

○ なお、上に挙げた考え方は単に一つの例であって、圏域設定の考え方は一つではな

く、都市部であるか、農村部であるかによっても異なり、また、自治会・町内会の単位

がより具体的な活動を行う圏域となる場合もある。 
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４．地域福祉を実施するための環境について 

 

（活動の拠点） 

○ 住民による地域福祉活動が積極的にその活動を続けていくためには、拠点となる場所

が不可欠である。これにより、 

・ 住民が気軽に集まることができるようになり情報共有や協議が進む 

・ サロンや会食会などの具体的な活動に着手しやすい 

・ 連絡先を PR できることにより相談が受けやすくなり、住民と関係機関などの関係者

間の連携が進む 

   ことになる。 

 

○ すでに活動している事例をみると、公民館、自治会館、空き店舗、空き家、廃校となった

建物や余裕教室等の学校施設、あるいは個人宅など様々な形態があるが、拠点の要

件として重要なことは、いつでも立ち寄れて連絡がとれることであり、電話や机などの物

品が整備された常設の空間であること、いつでも誰かがいるということである。 

 

○ また、福祉施設には空間があり、職員がおり専門性もある。福祉施設が地域の拠点と

して住民に活用されていくことは、開かれた施設づくりの点からも積極的に取り組まれ

るべきである。 

 

（コーディネーター） 

○ 住民の地域福祉活動は住民同士の支え合いであるが、時には困難にぶつかることや、

住民では対応できない困難で複雑な事例にぶつかることもある。また、住民の地域福

祉活動がうまく進むよう、住民間や住民と様々な関係者とのネットワークづくり、地域の

福祉課題を解決するための資源の開発を進める必要もある。 

 

○ したがって、住民の地域福祉活動を支援するため、一定の圏域に、専門的なコーディネ

ーターが必要である。このコーディネーターは、 

① 専門的な対応が必要な問題を抱えた者に対し、問題解決のため関係する様々な専

門家や事業者、ボランティア等との連携を図り、総合的かつ包括的に支援する。ま

た、自ら解決することのできない問題については適切な専門家等につなぐ 

② 住民の地域福祉活動で発見された生活課題の共有化、社会資源の調整や新たな
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活動の開発、地域福祉活動に関わる者によるネットワーク形成を図るなど、地域福

祉活動を促進する 

などの活動を実施することが求められる。 

 

○ コーディネーターは、住民の地域福祉活動を推進するための基盤の一つであることか

ら、市町村がその確保を支援することが期待される。 

 

（活動資金） 

○ 住民が地域福祉活動を行うに当たっては活動資金が必要である。現在、行われている

地域福祉活動をみてみると、共同募金の配分金や社会福祉協議会の会費からの交付

金・補助金（共同募金と社協会費の一中学校区あたりの収入は合わせて約 340 万円）、

個人や企業からの寄付金などが当てられている。 

 

○ 住民の地域福祉活動は、住民同士の支え合いであることから、その資金は住民自ら負

担するか、自ら集めることが原則であるが、活動に必要な資金を地域で集めることがで

きる仕組みは必要である。 

 

○ また、活動を維持するために不可欠な、拠点や事務局を維持するための運営費への寄

付は、寄付する側の理解が得にくいとの指摘がある。活動財源として、事業費だけでな

く運営費への寄付についても積極的に募り、人々の理解を進めることが必要である。 

 

５．担い手について 

 

○ 住民による地域福祉活動が安定し、継続的であるためには、活動の核となる人材が必

要である。 

 

○ 活動の核となる人材は、PTA や青少年団体など、福祉に限らず他の様々な活動を通し

てノウハウを身に付け、社会貢献に意欲をもつ人々の中にみいだしていくことが必要で

ある。特に、将来的に活動を担う人材として、子育て家庭等の若い世代に積極的に働き

かけ、早い時期から地域福祉活動との関わりをつくるなど人材の育成に取り組むことも

重要である。さらには、将来地域を支えることになる子どもたちや中・高校生、大学生な

どに対しては、学校や地域におけるボランティア体験などを通じて、地域福祉への関心

を高めることも考えられる。 
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○ 市町村においては住民を福祉委員として委嘱し、地域の見守り活動への参加を求める

などの取り組みがあるが、担い手を発掘する上では、地域のために何かしたいと考えて

自ら参加する住民のほかに、このような、依頼されて一定期間役員として活動する人々

の中から、資質のある人を見つけ出していく方法もある。 

 

○ また、今後期待される団塊の世代の参加を進めるためには、働きながら、地域でも活動

できるような仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）が実現できるような環境整備

が求められる。また、住民活動は、上司・部下の縦の関係を基本とする会社組織と異な

り、フラットな関係が基本であり、それを理解して活動に入れるようオリエンテーションを

実施するなど、団塊の世代が地域で活動できるようになるための支援も望まれる。 

 

６．市町村の役割 

 

（総合的なコミュニティ施策の必要性） 

○ これまで述べたように、地域福祉活動を進めるに当たっては、従来の福祉の枠にとら

われず、地域の多様な生活課題に取り組むことになる。したがって、このような課題に

対応するためには、防災や防犯、教育や文化、スポーツ、就労、公共交通やまちづく

り、建築など、幅広い視点で取り組む必要がある。住民の地域福祉活動を促進するた

めには、市町村の側でも、地域で発見された生活課題全般を受け止める総合的なコミ

ュニティ施策が必要である。 

 

（公的な福祉サービス提供と地域福祉活動の基盤整備） 

○ 狭義の福祉分野においても、近年の福祉制度の改革により、住民への福祉サービス

の提供については市町村中心主義が確立し、また、介護保険制度では保険者として

運営に責任を負うようになるなど、市町村の役割は一層高まっている。 

 

○ 住民が地域で尊厳をもって生活を営めるようにするためには、公的な福祉サービスが

必要とする住民にあまねく提供されるとともに、「地域における新たな支え合い（共助）」

としての地域福祉活動、市場により提供されるサービスがあいまって、全体として住民

の生活課題に応えていくことが必要である。 

 

○ したがって、市町村は、制度的に位置づけられた、公的な福祉サービスが適切に提供
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されるよう責任を有すると同時に、住民の福祉に責任を負っている主体として、市町村

全体をみて、地域福祉活動、市場による福祉サービスがあいまって、全体として機能

するよう確保する責任も負っている。 

 

○ 住民の地域福祉活動に対しては、活動自体は住民の自発的な行為であるとしても、こ

うした活動を支える基盤を整備することは市町村の仕事である。 

 

○ このような観点から市町村の役割を具体的に列挙すると、地域福祉計画に住民の新

たな支え合いを位置づける、地域福祉計画の策定に当たって住民が参画する仕組み

を作る、地域福祉活動の内容にふさわしい圏域を設定する、また、コーディネーターや

拠点など住民の地域福祉活動に必要な環境を整備する、といったことなどが挙げられ

よう。 

 

○ すでに述べたように、地域における新たな支え合いは、あらかじめ対象や方法を限定

せず、地域の多様な生活課題に対応するものである。したがって、公的な福祉サービ

スと住民により地域で発見された問題がつながるためには、市町村の側でも分野をあ

らかじめ限定せず、一元的に対応できるような仕組みが必要である。 

 

○ そのため、市町村は、地域内に一本化した窓口を設置したり、複数のサービスを組み

合わせて一体的に提供するなど、「地域」の視点に基づく公的な福祉サービスの見直

しや運用の弾力化を行うことが求められる。例えば、本研究会でヒアリングした地域の

中にも、地域包括支援センターを地域福祉活動のハブとして活用し、住民が市町村に

困難な事例を円滑につないでいる例がある。 

 

○ 国においても、市町村で柔軟な対応が可能となるよう、施策の設計や実施に当たって

の配慮が求められる。 

 

○ さらに、社会的排除の対象となりやすい者の問題や地域の少数者への対処について

も、住民の意識の問題でもあることから、住民だけで対処することは困難であることも多

く、そのような場合には行政による専門的な対応が必要とされる。また、低所得の者に

対する必要な支援は、行政の基本的な役割である。 
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Ⅴ．留意すべき事項 

○ これからの地域福祉を進めていく上では、特に以下の視点に留意すべきである。 

 

１． 多様性を認め、画一化しない 

 

○ 地域の状況をみると、都道府県、市町村ごとに人口規模、地形、歴史、社会資源の量

や質、人々の意識などには大きな違いがあり、市町村内でも区域ごとの多様性が存在

することから、全国一律の画一的な基準や方法はなじまない。 

 

○ 本報告書において、圏域設定などいくつかの提案を示しているが、これらはあくまでも

基本的な考え方を示したものである。それぞれの地域においての多様な展開が望まれ

るものである。 

 

２．地域がもっている負の側面 

 

○ 地域には、地域社会とのつきあいが煩わしく感じられたり、時として個人の生活に抑圧

的に働いたりする負の側面もある。見守りと監視が紙一重といわれる所以である。か

つての農業社会における地域共同体のように、同質的な構成員による、閉鎖的な共同

体においては、ともするとそのような地域の負の側面が大きくなりがちであった。 

 

○ 住民による新たな支え合いの場である地域において、そのような負の側面をできるだ

け小さくするには、住民の人権意識を高めるとともに、新たな住民や外国人、若年層か

ら働き盛り世代、子育て世代、いわゆる団塊の世代や高齢者に至るまで、様々な構成

員を活動に呼び込み、また、NPO やボランティアなどの機能的団体、地域の外の専門

家など、地域にとらわれない主体もともに活動することによって、地域を常に開かれた

場とすることが重要である。 

 

３．個人情報の取扱い 

 

○ 地域における生活課題を発見し、解決につなげていくには、民生委員等の関係機関と

行政機関が個人情報を共有することが重要である。この共有が進んでいるかどうか

は、特に災害発生時の対応に大きな違いを生む。共有が進んでいない場合は、安否確

認や避難支援といった災害発生後の要援護者に対する迅速かつ適切な支援が行われ
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なかったとの指摘もある。 

 

○ これらは災害時の対応に限ったことではなく、日頃から関係機関と行政機関が個人情

報を共有しておくことが地域福祉の推進に不可欠である。一方で、平成 17 年４月に施

行された個人情報保護法をめぐって、名簿の作成中止、関係機関に対する必要な情報

提供の抑制など、「過剰反応」といわれる状況が一部にみられている。 

 

○ 個人情報保護法は、個人情報の有用性に配慮しつつ個人の権利利益の保護を目的と

したものであり、住民本人の同意を得て個人情報を関係機関と行政機関が情報収集す

る場合や、個人情報保護条例において第三者提供できる場合を明確化して収集する場

合については、関係機関と行政機関が個人情報を共有することは問題ない。 

 

○ 市町村は、個人情報保護法のルールに則って冷静に判断し、地域福祉の推進に必要

な個人情報を、積極的に関係機関と共有する必要がある。 
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Ⅵ．既存施策の見直しについて 

 

１．検証と見直しの観点 

 

○ 社会・援護局からは、本研究会において、あらかじめ決められた個別の既存施策のレ

ビューを行うよう求められた。しかし、これまでの検討によって、地域福祉は従来のい

わゆる地域福祉施策の対象を大きく越える、幅の広い問題に対処する必要があること

が明らかになった。これまでのような狭い福祉概念にとらわれず、防災や防犯、教育や

文化、スポーツ、まちづくりや建築といった分野との連携や調整に努めるべきである。 

 

○ 地域福祉を進めるに当たっても、公的な福祉サービスと、住民による新たな支え合い

とは、役割を分担し、連携しながら進めていく必要がある。しかしながら、従来の公的な

福祉サービスは主に対象者の分野ごとに発展してきたことから、例えば、相談支援で

あっても、高齢者に対しては地域包括支援センター、障害者に対しては障害者相談支

援事業、子育て世帯に対しては地域子育て支援拠点事業と、分野ごとに対応している

状況である。 

 

○ しかし、地域の多様な生活課題に対応するという地域福祉の視点に立つと、既存の公

的な福祉サービスにおいても、地域の多様なニーズに幅広く対応できるようにしていく

ことが必要である。 

 

○ 本研究会としては、地域福祉を進めるに当たって検討すべき施策の範囲は上に述べ

たとおりであると考えるが、社会・援護局から求められた個別施策については、次のと

おりである。 

 

○ 検証、見直しに当たっての視点は以下の三点である。 

・ 住民主体を進める。 

・ 「新しい支援」の概念に立つ。 

・ あるべき地域福祉を進める条件に適合する。 

 

２．個別の既存施策の検証、見直し 

 

○ ここでレビューする既存施策は、これまで述べてきた、これからの地域福祉を進
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めるために必要な施策の全てをカバーするものではなく、そのほんの一部を構

成するものに過ぎないが、これらをあえて全体像の中で位置付けると以下のと

おりとなる。 

• 「地域福祉計画」は、地域福祉全体に関わるもの 

• 「民生委員」及び「ボランティア活動」は、地域福祉の担い手に関わるもの 

• 「社会福祉協議会」は、地域福祉に関係する団体 

• 「福祉サービス利用援助事業」及び「生活福祉資金貸付制度」は、地域福祉

のメニューやツールに関するもの 

• 「共同募金」は、地域福祉活動の自主財源に関わるもの 

 

（１）地域福祉計画 

 

（現状） 

○ 地域福祉計画は、2000 年（平成 12 年）の社会福祉事業法等改正により、社会

福祉法上位置づけられた（施行は 2003 年（平成 15 年））。市町村地域福祉

計画に定めるべき事項としては、 

① 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

② 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

③ 地域福祉に関する活動への住民参加の促進に関する事項 

とされている。 

また、都道府県地域福祉支援計画は、市町村の地域福祉の支援に関する事項

を定めるものとされている。 

 

○ 市町村地域福祉計画、都道府県地域福祉支援計画ともに、策定や変更の際に

は、市町村又は都道府県は、住民の意見を反映させるために必要な措置を講

ずることとされている。 

 

○ 2007 年（平成 19 年）8 月には、社会・援護局より、災害時等にも対応する要

援護者対策として、地域における要援護者に係る情報の把握・共有及び安否

確認方法等を市町村地域福祉計画に盛り込むよう通知がなされた。 

 

（課題） 

○ 本研究会で明らかになった地域福祉の要素、条件は、 
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① 住民主体を確保する条件があること 

② 地域の生活課題発見のための方策があること 

③ 適切な圏域を単位としていること 

④ 地域福祉を実施するための環境として、活動の拠点があり、コーディネ

ーターがおり、活動資金があること 

⑤ 活動の核となる人材がおり、後継者が確保できること 

⑥ 市町村は住民の地域福祉活動に必要な基盤を整備するとともに、公的福

祉サービスも地域の生活課題に対応できるよう、一元的に対応すること 

であった。 

 

○ しかしながら、現在、社会福祉法において、市町村地域福祉計画の記載事項

として、上に述べたような要素、条件については明確には規定されておらず、

現在の地域福祉計画は、地域における新たな支え合いとしての地域福祉を進

めるための計画としては、不十分といわざるをえない。 

 

○ 2006 年度（平成 18 年度）末までに約 3 割の市町村で策定が済んでいるが、す

でに策定された計画をみてみても、地域でしかみえない課題、身近でなけれ

ば早期発見しにくい課題について、その把握の方法や支援のあり方について、

明確に位置づけられていないものが多い。 

 

（見直しの方向性） 

○ まず、地域福祉計画が住民主体の地域福祉活動を推進するものとなるよう、

地域の生活課題の発見方策、圏域の設定、地域福祉活動の担い手や拠点、資

金の確保、災害時要援護者への支援などの事項を盛り込むようにすべきであ

る。 

 

○ また、市町村内全体の福祉の確保のための、公的な福祉サービスや市場サー

ビスと地域福祉活動の連携、多様な生活課題に応えるための公的な福祉サー

ビスの一元的な対応等、市町村の役割についても規定すべきことはいうまで

もない。 

 

○ さらに、市町村内で圏域を設定した場合、圏域ごとに「地区福祉計画」を策

定し、市町村地域福祉計画に位置づけるべきである。 
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○ 計画の策定及び実施に当たっては、住民参加を一層徹底する必要がある。例

えば、 

① 圏域内の地域福祉活動に関わる者自らが、上に述べた「地区福祉計画」

を策定する、 

② 策定に当たっては、引きこもりから孤立死につながるような人々や、悪

質商法の被害に遭っている人など自ら問題解決に向かえない人々、難病

患者・家族や外国人などの少数者の人々の声を反映させる仕組みをつく

る 

③ 住民が計画の進行を管理する仕組みをつくる 

等を検討する必要がある。 

 

○ 上に述べた新たな地域福祉計画の考え方に沿って、地域福祉計画に係る社会

福祉法の規定も見直すべきである。 

 

（２）民生委員 

 

（現状） 

○ 民生委員制度は、今から約 90 年前、1917 年（大正 6 年）に岡山県に設置され

た「済世顧問制度」やその翌年に創設された大阪府の「方面委員制度」など

の先駆的な取り組みが源である。 

 

○ 岡山県で始まった済世顧問制度は、県下に悲惨な生活状態にある者が多かっ

たことから、ドイツの救貧委員制度を参考に創設された。また、大阪府の方

面委員制度も、小学校区程度を一区域とし、知事から嘱託された方面委員が

地域ごとに置かれ、人々の生活状況の調査や救貧の実務などの活動を行った

ものであり、いずれも救貧や防貧を目的としていた。 

 

○ これらの活動実績等を踏まえ、1929 年（昭和 4 年）の救護法において「救護

事務に関して市町村長を補助する委員」として位置付けられ、さらに 1936 年

（昭和 11 年）には方面委員令公布により全国統一的な運用が始まり、1948 年

（昭和 23 年）には民生委員法が制定され、現在に至っている。 
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○ 制度の起源である救貧・防貧的な機能は、1950 年（昭和 25 年）、生活保護法

において、保護事務の執行に協力するものとして明確に位置付けられ、現在

も民生委員の重要な役割の一つになっている。 

 

○ その後、2000 年（平成 12 年）には、社会福祉法の改正に伴い、民生委員の地

域福祉の担い手としての性格を明確にするため、基本理念（「保護指導」か

ら「相談、援助」へ）、性格（「名誉職」から「給与を支給しない」へ）、

職務内容等についての改正が行われた。 

 

○ 民生委員は、援助を必要とする者に対し生活相談、助言を行ったり、福祉サ

ービスを適切に利用するために必要な情報の提供を行うとともに、関係行政

機関の業務に協力することとされており、生活保護法をはじめ、老人福祉法、

身体障害者福祉法や知的障害者福祉法等により、市町村長、福祉事務所長の

事務の執行に協力することが求められている。 

 

○ 委嘱の方法についても、法律上、市町村の民生委員推薦会が推薦した者につ

いて、都道府県知事が推薦し、厚生労働大臣が委嘱することとされており、

守秘義務、政治的中立も法定され、身分的には特別職の地方公務員とされて

いる。 

 

○ 同時に、法律上、社会奉仕の精神をもって、常に住民の立場に立って相談に

応じ、必要な援助を行うこととされるとともに、給与を支給しないものとさ

れていることから、無償で地域福祉活動を行うボランティアとしての性格も

有しており、上に述べた行政協力機関的な性格とともに、二面的な性格を有

しているといえる。 

 

○ 定数については、厚生労働大臣の定める基準に従い、都道府県知事が市町村

長の意見を聴いて定めることとされている。2007 年（平成 19 年）12 月 1 日

現在の定数は 232,103 人であるが、委嘱されたのは 227,284 人であり、全国ベ

ースの定数充足率は 97．9％で、大都市部で低い傾向がみられる。 

 

○ 地域での具体的な活動内容は、 

• 福祉事務所等の行政機関と協力しながら行う、生活保護受給者などの生活



 

 30

困窮者の相談・援助活動等、行政協力機関的な活動と、 

• 子育てサロン、新生児訪問活動、安全・安心パトロール、ふれあいサロン

などの活動を通じ、児童虐待防止、家庭内暴力への対応、ひとり暮らし世

帯の見守り、高齢者への悪徳商法被害の防止、引きこもりがちの人々への

支援を行うボランティア的な活動 

が一体的に行われている。 

 

○ 現在、全体で年間約 800 万件の相談支援活動を行い、高齢者、障害者や児童、

子育て中の家庭を福祉サービス利用に結びつける上で重要な役割を果たして

いるとともに、狭い意味の福祉にとらわれず、災害時要援護者マップづくり、

災害時の安否確認などを通じて地域の防災力を高めている。 

 

（課題） 

○ 民生委員は、行政の協力機関として位置づけられていることから、行政側か

らの作業依頼等を行いやすい、という側面がある。そのため、警察・消防・
学校などからの広報、各種お知らせの配布などの行政からの連絡事項の伝達、

また、地域住民の調査など行政の下請的な業務が多く、要支援者の相談支援

以外の業務に忙殺されているとの指摘がある。 

 

○ 一方、地域において地域福祉活動を行う住民やボランティアなどと協力する

際には、守秘義務が課されていることから、情報共有が難しいとの問題も指
摘されている。 

 

○ さらに、法律上守秘義務等が定められているにもかかわらず、近年個人情報

保護法への過剰反応ともいうべき現象により、必要な情報が自治体から提供

されないことも多く、活動しにくくなっているとの指摘がある。 

 

○ 2007 年（平成 19 年）の改選では全国で５千名近い欠員が生じる（平成 19 年

12 月 1 日現在）など、民生委員の確保が困難になっており、その背景には、

上で述べたような状況があるものと思われる。 

 

○ また、民生委員活動が地域住民に理解されていないのは、民生委員自身の問

題として、まだ名誉職的なものが残っている者も一部にみられることも要因
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ではないかとの指摘があった。 

 

（見直しの方向性） 

○ 民生委員については、住民主体の地域福祉活動を進めるに当たり、相談支援

体制の一翼を担うよう、以下のような見直しを検討する必要がある。 

 

○ 住民とともに活動しやすい環境を整備する。例えば、 

① 民生委員・児童委員の職務を見直し、地域の要支援者の発見、相談及び見

守り、必要な福祉サービスへの紹介を主な業務として明確化する、 

② 市町村において福祉委員等が委嘱されている場合、それらの者との役割分

担を明確化する、 

③ 地域福祉活動を行う住民と協働する際、活動組織の代表者数名が守秘義務

遵守を確認した上で、支援に必要な情報を共有する、 

④ 行政や関係機関が民生委員に協力を求める際、民生委員が住民への相談支

援に重点を置いて活動できるよう、できるだけ配慮する、 

⑤ 民生委員に必要な情報が提供されるよう、国は個人情報保護ガイドライン

等を作成する、 

⑥ 活動上の悩みや負担感の解消につながるようなきめ細やかな研修会の機

会をつくる 

等の取組みを検討する。 

 

○ 民生委員の活動を理解してもらうには、行政による民生委員に対する理解を

高める広報を進めるとともに、民生委員自身も積極的に町内活動の一翼を担

うことが必要ではないかとの指摘もあった。 

 

○ 名称についても、その役割や今の時代にマッチした名称の検討も必要ではな

いか、との意見があった。一方、民生委員自身からは、「民生委員」の名称

に誇りと愛着もあることからこの名称を堅持すべきとの意見もあった。 

 

○ また、現在の委嘱の方式についても、身近な生活課題に対応する地域福祉の

担い手としての性格と、大臣が委嘱するという方式が必ずしもそぐわないの

ではないかとの指摘もある一方、大臣から委嘱を受けていることが、民生委

員自身のやる気につながっているとの意見もあった。 
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○ 担い手の確保については、選任の基盤の拡大に向けて、自治会・町内会だけ

でなく、PTA といった子育て世代など、より幅広い住民を基盤として民生委員

を選任するため、地域福祉の圏域から市町村への推薦を行う、といった推薦

方式に改めることを検討すべきである。推薦の基盤を拡大することは、後継

者の確保にもつながる。また、行政は、より幅広い住民に関心をもってもら

うため、民生委員についての広報に力を入れるべきである。 

 

（３）ボランティア活動 

 

（現状） 

○ 1995 年（平成７年）の阪神・淡路大震災をきっかけとして、改めてボランテ

ィアの重要性が再認識され、近年ボランティア活動は広く定着してきた。国

民の意識が心の豊かさを求めるようになる中で、国民が、自己実現や社会貢

献としてボランティア活動に取り組むとともに、企業などの社会貢献活動と

しても関心が高まっている。 

 

○ ボランティアの語源が、「自由意思」を意味するラテン語のボランタス

（Voluntas）という言葉である、といわれていることからもわかるように、

ボランティア活動は、自発的な意思に基づいて他人や社会に貢献する行為と

されている。 

 

○ ボランティア活動は、活動を行う者にとっては自己実現や社会貢献への意欲

を満たすものであり、受ける側にとっては、公的サービスによっては満たす

ことができない多様な生活課題を充足してくれるものとなる。また、社会全

体にとっても、人々の新たな支え合い（共助）の理念に支えられた、厚みの

ある福祉を実現することにつながる。 

 

○ 福祉分野においてボランティアを促進する法的な枠組みとしては、社会福祉

法第 9 章で、国は「国民の社会福祉に関する活動への参加の促進を図るため

の措置に関する基本的な指針」を策定するとともに、国及び地方公共団体が

そのために必要な措置を講ずることが規定されている。 
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○ また、ボランティア活動のための基盤に関しては、1998 年（平成 10 年）に

成立した特定非営利活動促進法により、ボランティア活動を行う主体に法人

格を取得する途が開かれたところである。 

 

○ さらに、働いている人がボランティア活動に参加しやすい環境を整備するた

め、休暇期間中の給与の減額を行わないというボランティア休暇の導入も進

んできており、例えば、国家公務員に関しては、1997 年（平成 9 年）に人事

院規則が改正され、ボランティア休暇が認められるようになった。 

 

○ 厚生労働省は、社会福祉法に基づき、ボランティア活動に関する指針を示す

とともに、全国ボランティア活動振興センターへの助成などを通じ、ボラン

ティア活動の推進を図ってきており、都道府県社会福祉協議会や市区町村社

会福祉協議会でもボランティアセンターを置き、広報、啓発やボランティア

活動のコーディネートを行っている。 

 

○ 現在、ボランティア活動は、住民互助や生協・農協、ＮＰＯ法人、企業・労

働組合の社会貢献活動等の多様な形態で行われてきており、その活動内容も、

交流、話し相手や配食・会食サービス、外出・移送サ－ビスといった生活支

援活動全般にわたっており、要支援者の普通の暮らしを支える重要な役割を

果たしている。 

 

（課題） 

○ 社会福祉法において、ボランティア活動の促進は、「社会福祉事業に従事す

る者の確保の促進」として位置付けられており、自己実現、社会貢献の意欲

を満たすものとしては位置付けられていない。 

 

○ また、実際にボランティア活動をしたいと考えていても、自分がボランティ

アとして何ができるのかわからない、どのように参加し、行動したらよいの

かわからない、という人も多く、ボランティアをしたい人が活動を始めやす

い環境が整っているとはいえない。特に、ボランティアのうち男性は 3 割以

下との調査結果6もあり、男性の参加を促す取組みが不十分であるといえる。 

                                                 
6 全国社会福祉協議会（厚生労働省委託）「全国ボランティア活動者実態調査」（平成 14 年 8
月） 
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○ ボランティア活動を推進する仕組みとして、社会福祉協議会におけるボラン

ティアセンターがあるが、その活動内容は、ボランティアの募集や研修等活

動支援に重点が置かれており、本研究会で明らかになったニーズと、ボラン

ティア活動とを結びつける仕組みとして、十分に機能を果たしていないので

はないか、という指摘がある。 

 

（見直しの方向性） 

○ ボランティア活動は、社会福祉の担い手を確保するという意味をもつだけで

はなく、活動の担い手の自己実現意欲を満たし、社会に新たな支え合いを実

現するものであることから、ボランティアのそのような意義を再確認し、活

動の場の提供を進める必要がある。 

 

○ ボランティアセンターについても、このような観点から、ボランティアに関

心のある人の参加を促すとともに、要支援者の生活課題と、ボランティア活

動に参加したい人の意欲や技能を結びつける、マッチング機能を強化する必

要がある。 

 

○ また、ボランティア活動の資金として、長寿社会福祉基金、地域福祉基金、

ボランティア基金等がより活用されるよう、国はより積極的にＰＲすべきで

ある。 

 

○ 企業や企業社員のボランティア活動も重要であり、国はそれらの情報を収集

し、事例の公表、表彰等により積極的に評価すべきである。 

 

（４）社会福祉協議会 

 

（現状） 

○社会福祉協議会は、以下のような経緯を経て、地域福祉の推進を図ることを目

的に様々な活動を行っている民間組織であり、市町村、都道府県を単位に一つ

に限り設置されている。 

 

○ 社会福祉協議会の源流は、1908 年（明治 41 年）に慈善事業家や団体の全国
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的な連絡研究機関として設立された、中央慈善協会（初代会長渋沢栄一）で

ある。 

 

○ 戦後の 1949 年（昭和 24 年）、GHQ による「社会福祉に関する協議会の設置」

の指示、参議院厚生委員会による勧告において、「中央－都道府県－市町村

にわたって一貫し、しかも社会事業の各分野を包括するような、新しい理念

にもとづく合理的な社会事業振興連絡機関の創設が不可欠」との指摘があっ

たことを受け、戦後の混乱と GHQ の公私分離の原則により活動が弱体化し

ていた日本社会事業協会（中央慈善協会が前身。社会事業団体・施設経営者

が主な会員）と日本民生委員連盟、軍人援護会を母体とする同胞援護会が統

合し、1951 年（昭和 26 年）1 月、中央社会福祉協議会（現在は全国社会福祉

協議会）が結成された。 

 

○ 都道府県社会福祉協議会とその連合会としての全国社会福祉協議会は、1951

年（昭和 26 年）の社会福祉事業法に規定され、都道府県社会福祉協議会が全

国に設立された。その後、順次、市町村社会福祉協議会が設立され、現在で

は、全ての市町村に置かれている。1983 年（昭和 58 年）には、市町村社会

福祉協議会が法定化され、これにより市町村社会福祉協議会の法人化が進み、

現在では、ほぼ全てが社会福祉法人格を取得している。 

 

○ 2000 年（平成 12 年）には、社会福祉法において、市町村社会福祉協議会が

社会福祉協議会の基礎単位として位置づけられるとともに、社会福祉協議会

の目的が「地域福祉の推進」にあることが明記された。 

 

○ 市町村社会福祉協議会は、区域内の社会福祉を目的とする事業を経営する者

（社会福祉施設等）、社会福祉に関する活動を行う者（ボランティア団体等）

が参加し、かつ、社会福祉事業又は更生保護事業を経営する者の過半数が参

加するものとされている。 

 

○ 役員及び評議員の構成をみてみると、社会福祉事業者のほか、自治会・町内

会や地区社会福祉協議会、当事者グループ、ボランティアグループなどの代

表によって構成され、また、活動においても、事業者間の連絡調整だけでな

く、地域福祉活動への住民参加を進めるための様々な取組みが実施されてい
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る。 

 

○ 具体的には、ふれあいサロンや見守りネットワーク活動、地区社会福祉協議

会の組織づくりといった住民による地域福祉活動の支援、災害時の要援護者

支援活動を行うなど、地域福祉を進める上で重要な役割を担っている。 

 

○ また、従来市町村社会福祉協議会は、公的な福祉サービスが措置であった時

代に、ホームヘルプ事業の委託先として事業を行っていた経緯があり、1990

年代に高齢者の在宅福祉事業が拡大し、さらに、2000 年（平成 12 年）に介

護保険が発足する中で、地域における介護保険事業者となり、業務の大きな

部分が介護保険事業に向けられている実態にある。 

 

（課題） 

○ 市町村社会福祉協議会は、常務理事の３割が行政職員、事務局長の６割強が

行政職員や行政退職者である等、役職員の人材や事業展開において行政との

関係が強く、行政との区別がつきにくい地域もあるなど、民間の立場で地域

福祉を進める団体として住民に意識されるまでに至っていないという指摘が

ある。 

 

○ 市町村社会福祉協議会の一般事業職員（事務局長、事務職員、地域福祉活動

担当者等）のうち、社会福祉士資格保有者は 7．3％であり、専門性の確保も

課題である。 

 

○ また、市町村社会福祉協議会は、介護保険事業者としての活動の比重が大き

くなっており、地域福祉活動の支援に十分に取り組めていないのではないか

という指摘もある。 

 

○ 住民主体、住民参加という観点から社会福祉協議会をみてみると、 

① 地域で社会福祉事業を経営する者の過半数が参加することとされている

など、法律上は社会福祉事業者の団体という色彩が強く、 

② 住民は会費を支払ったり、役員として参画したりしているものの、事業

の形成や実施に当たっての住民参加が必ずしも十分ではない、 

という問題がある。 
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（見直しの方向性） 

○ 「新しい地域福祉」の推進に役立つ組織として、住民の福祉活動を発掘、育

成し、地域住民が支え合う環境づくりを進めるために、社会福祉協議会が積

極的な役割を果たすことができるよう、以下のとおり見直す必要がある。 

 

○ 市町村社会福祉協議会について、地区の住民による地域福祉活動を支援する

団体として、助言、情報提供、援助を行うものと位置づけるとともに、住民

の地域福祉活動を支援することができる職員の養成、社会福祉士資格をもつ

職員の配置を支援する、等の検討を行う必要がある。 

 

○ また、社会福祉協議会における住民主体を進めるため、市町村社会福祉協議

会の役員及び評議員として、地域代表を位置付けることを明確にする等の見

直しを検討すべきである。 

 

○ さらに、社会福祉協議会の役職員の人材は、住民の立場に立って会の運営に

専念することができる者を地域の中に求めるべきである。 

 

○ 名称についても、新しい地域福祉推進に役立つ組織であることを明確にする

ため、検討する必要がある。 

 

（５）福祉サービス利用援助事業 

 

（現状） 

○ 福祉サービス利用援助事業は、2000年（平成 12年）の介護保険制度の導入や、社

会福祉事業法等の改正により、福祉サービスが措置から利用へと移行する中で、

利用者の利益の保護を図る仕組みの一環として、第二種社会福祉事業に規定され

た。 

 

○ あわせて、全国どこでも対応できる仕組みが必要であること、適正に実施す

るための一定の組織管理・財務体制を確保している必要があること、等の理

由から、都道府県社会福祉協議会に、 

① 都道府県の区域内においてあまねく実施されるために必要な事業 
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② 当該事業に従事する者の資質の向上のための事業 

③ 当該事業に関する普及及び啓発の実施 

を義務づけた。 

 

○ この事業の実施を全国的に確保するため、1999 年（平成 11 年）10 月から、

「地域福祉権利擁護事業」（2007 年度（平成 19 年度）から「日常生活自立支

援事業」）の名称で、都道府県社会福祉協議会を実施主体とした国庫補助事

業を開始し、現在に至っている。 

 

○ 本事業は、判断能力の不十分な人であっても福祉サービスの利用が適切に利

用できるよう支援し、これに伴う日常的金銭管理を行う仕組みである。した

がって、利用者は、判断能力が不十分なため制度があってもそれを活用でき

ず、自ら問題解決に向かうことが難しい人々であり、その人たちの福祉サー

ビス利用支援のため、相談の受付－アセスメント－関係機関との調整－支援

計画の作成、等の一連の相談支援を行う常勤の専門員（原則として社会福祉

士）が置かれることになっている。 

 

○ 本事業の現状をみると、       
① 直接の目的である福祉サービス等の利用援助だけでなく、生活上の相談支

援や見守りの機能も果たしており、幅広い生活課題に対応している。 

② 専門員が、公的な福祉サービスの利用を調整することで、公的な福祉サー

ビスが一体的に提供される 

③ 利用者の状態変化に対応して、成年後見制度につなぐことにより、公的な

福祉サービスを切れ目なく提供する 

といった点で、自力では問題解決に向かうことが困難な人に対し、その生活を

見守るとともに、専門的な支援に適切につなぐ上で一定の役割を果たしてい

る。 

 

（課題） 

○ このように本事業は、地域の要援護者に対し、幅広く相談支援を行う事業と

しての意義をもっているが、 

① 相談件数、利用契約者は年々増加してきたものの、2006 年度（平成 18

年度）末の実利用者数は、2.2 万人に過ぎず、想定される対象者の 6.5％
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に過ぎない、 

② 社会福祉協議会ごとの取組みの差が大きく、最も利用人員が多い社会福

祉協議会とは最も少ない社会福祉協議会とは、14 倍の開きがある。 

といった問題点があり、本事業が地域で十分に活用されているとはいえな

い。 

 

○ また、ニーズの発掘の点からは、現在都道府県社会福祉協議会の事業として

行われているため、市町村レベルで発掘されたニーズがこの事業につながり

にくい、という問題点がある。 

 

 

（見直しの方向性） 

○ 本事業は、判断能力が不十分でサービス利用の能力に欠ける者への支援であ

り、そのような者の多くは自分から問題解決に向かえるような状態にはないた

め、身近な住民によって発見されたニーズが本事業につながることが重要であ

り、本事業の対象や意義を改めて明確にすることが必要である。 

 

○ また、本事業が住民の地域福祉活動を支援する事業としてより積極的に活用さ

れるよう、 

① 福祉サービスの利用や行政手続にとどまらず、判断能力の不十分な者の

相談支援ニーズに応じることを重視することにより、要支援者の生活を

継続的に支援する仕組みとすること、 

② 現在、予算事業として、都道府県社会福祉協議会の事業として行われて

いるが、本事業の利用者が特に今後地域福祉において支援が必要な人々

であることを踏まえると、市町村のレベルできめ細かく実施すること 

等を検討する必要がある。 

 

（６）生活福祉資金貸付制度 

 

（現状） 

○ 生活福祉資金貸付制度は、戦後激増した低所得階層に対して、その生活基盤を確

保し、生活保護世帯に至らないようにするため、民生委員が適切な生活指導と必要

な援助を行う「世帯更生運動」に、事業の端を発している。 
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○ 世帯更生運動は、昭和20年代後半、着実な成果を生みつつあったが、運動が実を

挙げるためには資金を必要とする場合が多く、その調達方法に苦慮していた。国民

金融公庫等の融資制度も、この運動の対象世帯階層には利用することが困難であ

ったため、低所得階層のための貸付資金の制度の創設の要望が各地で高まった。

これにより、1955年（昭和30年）、都道府県社会福祉協議会を実施主体とし、民生

委員が指導・援助の一環として資金貸付を行う、世帯更生資金貸付として制度

が創設された。 

 

○ この制度は、低所得者や障害者の生活上の需要を勘案し、生業資金、支度資金、

技能習得資金等を基本としてきたが、これまで、 

• カネミ油症患者等被害患者に対する特例措置、 

• 阪神・淡路大震災等大震災による被災世帯に対する特例措置、 

等や、近年は昨今の経済状況に起因する資金ニーズに即時に対応し、 

• 失業者のための離職者支援資金、 

• 高齢者のためのリバースモーゲージ資金、 

• 多重債務対策としての緊急小口資金の貸付上限額の引き上げ、 

等の制度改正を行うことにより、その時々の社会・経済問題に対して機動的に

対応してきており、世帯の生活基盤の確保や生活保護対象世帯となることの未

然防止、あるいは生活保護からの脱却に一定の役割を果たしてきたといえる。 

 

○ こうした意味で、生活保護受給に至らない者や生活保護から脱却しようとする

者に対して、自立のための資金を提供してきたのがこの制度であり、この制度

が機能することが、生活保護制度がよりよく機能することにもつながるといえ

る。 

 

○ また、2006 年度（平成 18 年度）末の貸付状況は、貸付原資額 2,100 億円、貸

付中件数 171,650 件、貸付中金額 978 億円、貸付可能額 1,122 億円である。 

 

（課題） 

○ しかしながら、近年の貸付件数は、昭和 55 年をピークに減少傾向にあり、2006

年度（平成 18 年度）は 1 万 1 千件、前年度比 1,600 件の減少となっている。 
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○ 都道府県における貸付件数は、東京都の 1,547 件に対し、佐賀県は僅か 7 件

と、221 倍の格差があるなど、都道府県間で貸付件数に大きな差がある。地

域によっては、制度が想定している世帯の資金需要に十分応えていないこと

により、この制度の機能が発揮されず、結果的に生活保護受給率を上げてい

る要因の一つになっているのではないか、と考えられる。 

 

○ また、貸付件数減少の要因としては、民間の金融機関に比べ手続きが煩瑣で

あるともに、申請から貸付決定までの審査時間を要することから、対象者で

ある低所得者が消費者金融等を利用し、当該資金の貸付けに至らず、結果的

に多重債務者発生の抑止機能も発揮できていないのではないか、と指摘でき

る。 

 

○ さらに、資金ニーズへの対応が効果的に行われているか、この資金がどの程

度経済的な自立等に効果があるのかについて、必ずしも明確ではない。 

 

（見直しの方向性） 

○ この制度は、低所得者への経済的支援策であり、地域福祉のツールとして明

確に位置づける必要がある。 

 

○ そのためには、民生委員以外にも、地域福祉活動の中で自立支援のツールと

して活用されるよう、広く国民に積極的に制度活用の PR を行う必要がある。

あわせて、誰にでもわかりやすい今日的な名称に変更することも検討すべき

である。 

 

○ また、利用の促進の観点から、貸付申請から貸付までの手続きを迅速にする

とともに、より利用しやすい手続きに簡素化することや、新たな生活課題が

出てきた場合には、資金貸付による自立促進効果を推計し、即時に資金種類

を新設することが重要である。 

 

○ さらに、生活保護に結びつかない生活困窮者に対し、適時に必要な資金が提

供できるよう、福祉事務所等と連携を強化することなど、総合的支援機能を

付加した貸付事業への転換を図る必要がある。 
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（７）共同募金 

 

（現状） 

○ 共同募金は、戦後間もない頃の 1947 年（昭和 22 年）、戦災孤児を預かる民

間福祉施設などの資金不足を補うためにスタートした民間の募金活動を制

度化したものであり、寄付金は、社会福祉事業等を経営する者の過半数に配

分され、民間社会福祉事業の主要な財源となっていた。 

 

○ しかし、現在では、2000 年（平成 12 年）の法律改正により、社会福祉を目

的とする事業活動を幅広く支援することを通じ、地域福祉の推進を図る募金

活動と位置づけられている。年間の募金額は 200 億円を超えており、民間福

祉活動の主要な財源として大きな役割を果たしている。 

 

○ 実施体制としては、各都道府県に都道府県共同募金会が置かれ、募金の実施、

目標額や配分計画等の策定、配分先や額の決定を行っている。また、各都道

府県共同募金会の内部組織として、市町村レベルに支会が置かれ、自治会・

町内会等の協力の下、地域における共同募金の実施を担っている。 

 

○ 募金の具体的な実施方法としては、「戸別募金」(自治会・町内会等の協力

による世帯ごとの募金)が募金額全体の 70%以上を占めており、そのほかに

「法人募金」（企業が行う募金：約 10%）、「職域募金」（職場ごとに従業

員が行う募金：約 4%）、「街頭募金」(駅前等で呼びかける募金：約 2%)な

どがある。 

 

○ 集められた寄付金は、支会を通じて都道府県共同募金会に集められ、災害等

のための準備金に充てる場合を除き、各都道府県内の「社会福祉を目的とす

る事業を経営する者」（社会福祉協議会、NPO 法人などの団体・グループ、

福祉施設等）に配分される。配分先は、都道府県共同募金会にあらかじめ申

請のあった者の中から、同会において決定される。 

 

○ 配分額全体の約 60％が社会福祉協議会、約 20％が団体・グループ、約 10％

が福祉施設に配分されている。共同募金の主な使いみちとしては、地域の住

民全般を対象にした事業（福祉サービスに関する相談援助等）が約 30％、
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高齢者を対象とした事業（見守り、配食サービス等）が約 25％、などとな

っている。 

 

（課題） 

○ 現在は、自治会・町内会等により地域で集められた共同募金は、市町村レベ

ルの共同募金会支会を通して都道府県共同募金会に送られ、原則として都道

府県共同募金会に申請のあった者に対し配分される仕組みとなっており、地

域で募金を集めた住民が自らの活動の資金とするような仕組みにはなって

いない。 

 

○ 実績額については、平成７年度の約 266 億円をピークに年々減少しており、

平成 18 年度は約 217 億円にまで落ち込んでいる。 

 

○ これは、 

• 他の募金活動と比べて、寄付したお金がどのように使われているのか分

かりにくいこと 

• 身近な地域の活動に寄付をしたいというニーズにも、全国的な活動に寄

付をしたいというニーズにも、現行制度が合っていないこと 

等の要因があるものと考えられる。 

 

（見直しの方向性） 

○ 共同募金が地域福祉活動のための自主財源であることを明確にし、集まった

寄付金は、集めた住民が自らの地域福祉活動のために優先的に使用すること

を基本とし、その他の部分を広域の活動のために県内の他の市町村あるいは

県外へ拠出する仕組みとすべきである。 

 

○ この観点から、 

① 都道府県共同募金会に募金が集められるという募金集約の仕組み、 

② 都道府県共同募金会に申請があった者に対し、同会で配分を決定するとい    

う配分の仕組み、 

③ 都道府県共同募金会や支会の組織のあり方、 

④ 戸別募金を中心とした募金の実施方法、 

などについて、見直すべきである。 
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○ また、寄付額を伸ばしていくためには、今後は、寄付意識はあるものの実際

の寄付行動に結びついていない人に働きかけられるよう、寄付されたお金が

具体的にどのように使われているのか、もっと分かりやすく示す必要があ

る。 

 

○ さらに、共同募金を広く国民にＰＲしていくため、現在の「赤い羽根」を付

けるやり方や名称そのものも見直すべきである。 

 


